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研究成果の概要（和文）：警察データの分析からは東日本大震災により被災地の犯罪発生件数が増加したとは言えなか
ったものの，住民アンケートの結果からは，震災被害が大きいほど，また震災被害からの回復が遅いほど便乗犯罪の被
害にあっていたことがわかった。したがって，大規模災害後の被災地における防犯対策としては，災害被害の大きな地
域における早急な対策，そして災害被害からの早い回復が必要と言える。ただし，大規模災害後に公的機関の機能が一
時的に低下してしまうことから，地域住民による防犯対策を行うことが効果的であると思われる。

研究成果の概要（英文）：The Great East Japan Earthquake saw a reduction in the number of reported crimes 
in stricken areas according to our analysis of the official statistics. In contrast, the result of our 
questionnaire survey of residents of the impacted area showed that incidents of piggyback crime were 
greater in those areas where damage was greater and recovery was slower. We conclude that it is necessary 
to quickly implement measures for crime prevention and damage recovery in those areas that have suffered 
more extensive damage. Because many government functions are impaired after a large-scale disaster, crime 
prevention activities by residents are necessary and effective.

研究分野：犯罪心理学
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１．研究開始当初の背景 
大規模災害のあとは犯罪発生が抑制され
ると言われるが，実際には混乱に乗じた便乗
犯罪が発生するなど，必ずしも治安状況が良
好なわけではない。阪神淡路大震災（1995
年発生）後も，総数としては被災地の犯罪発
生数は減少したものの，かなりの便乗犯罪が
発生していた（斉藤ほか，2001）。東日本大
震災（2011年発生）のあとも，犯罪発生総数
は減少したが，便乗犯罪が多数発生している
ことが報告されている（国家公安委員会・警
察庁，2012，pp.16-17）。このような被災地
において発生し続ける犯罪は，その犯罪被害
による直接的なダメージだけではなく，犯罪
不安をも高めることで，被災者に大きな心理
的負担をかけ，被災地の復興への取り組みに
マイナスの影響を与えるだろう。東日本大震
災の被災者の苦しみを減らし，復興をスムー
ズに進めるためにも，被災地における犯罪を
防止し，犯罪不安を効果的に減少させる対策
を考えることは急務である。 
東日本大震災後の犯罪対策を考える際に
最も考慮しなければならないのは，その広域
性であろう。主要な被災地は北関東地方から
東北地方にまたがり，地理的・住民的特性は
一様でない。犯罪の発生や犯罪への不安感と
いうのは，都市規模や見通しの悪い道路の多
さなどの地理的要因はもちろん，住民の年齢
構成やコミュニティの状態などの要因も影
響を与える。そのため，一律的な犯罪対策で
は十分な効果は望めず，地域ごとの住民のニ
ーズに対応した政策が必要である。このよう
な地域ごとの住民のニーズというのは一見
多様すぎて政策的対応が困難と思われがち
であるが，主に心理学で発展してきた調査法
や統計分析法を用いることで，地域特性とニ
ーズの一般的な関係を明らかにすることが
できる。このようにして地域特性と住民ニー
ズの関係を把握することで，効果的な施策が
可能となる。 
ところで，これまで世界的に見ても，災害
と犯罪に関する研究は活発であるとは言い
難く，我が国においても実証的研究の蓄積は
少ない。そのため，大規模災害のあとの効果
的な犯罪対策について研究者は適切な提言
ができず，その結果，政策者側も場当たり的
な犯罪対策しかできていないのが現状であ
る。東日本大震災後の犯罪対策を考えること
は，差し迫った現状の問題の解決ではあるが，
災害と犯罪に関する研究に大きく貢献し，将
来また大規模な災害が発生した際にも有効
に活用できる知見を提供するだろう。それは
我が国だけではなく，広く国際的にも注目さ
れるものとなる筈である。先進国の中でもと
りわけ地震や台風といった自然災害による
被害を多く受ける我が国こそが，災害と犯罪
の研究分野について重要な発信を行うべき
である。 
 研究代表者及び各研究分担者は，これまで
阪神淡路大震災後の犯罪問題についての研

究を行い，さらにその経験を生かして，最近
では東日本大震災後の犯罪問題に関するパ
イロット的な研究を開始している。ただし，
調査対象地域の範囲や調査内容が十分なも
のとは言えないなど，さらに発展的な調査研
究が望まれる状況にあった。 
 
２．研究の目的 
これまでの研究成果を踏まえた上で，蓄積
してきた研究方法のノウハウを活用し，北関
東地方から東北地方にまたがる広範囲な各
被災地に居住する住民の防犯や犯罪不安減
少のためにどのようなことが必要となるか
を調査・分析する。それとともに，広く国内
外の災害後の犯罪対策の現状と今後の可能
性について情報を収集し検討することで，東
日本大震災後の効果的な犯罪対策，ひいては
将来大規模災害が発生した際にも活用でき
るような刑事政策上の提言を行う。 
 具体的には以下の３つを研究の目的とす
る。 
(1) 東日本大震災の被災者の犯罪被害・犯罪
不安とその対応についてのニーズ 
東日本大震災の被災者が，どのような犯罪
被害を受け，どのような犯罪不安の状態であ
るか，そしてそれらを解消するためにどのよ
うなことを望んでいるのかを明らかにする。 
(2) 災害後の犯罪対策の現状と今後の課題に
ついて 
東日本大震災後の国や地方自治体といっ
た行政の犯罪への対応の実際と課題につい
て調べるとともに，海外における災害後の犯
罪対策の実際と課題を調査することで，大災
害後に行政が行うことが可能な犯罪対策に
ついて明らかにする。 
(3) 災害後の効果的は犯罪対策のあり方につ
いて 
上の(1)と(2)の実証的調査の結果に基づき，
災害後の犯罪発生を予防し，犯罪不安を減ら
す効果的でかつ実現可能の高い方策を検討
する。 
 
３．研究の方法 
(1) 上述の目的(1)を明らかにするために，東
日本大震災の被災者の犯罪被害・犯罪不安と
その対応についてのニーズの調査を行う。具
体的な方法としては，東日本大震災の被災地
住民を対象とした①インターネット調査（岩
手，宮城，福島，そして茨城県に住む男女 3600
人を対象）と②インタビュー調査（岩手県，
宮城県，そして福島県に住む男女 22 人を対
象）である。なお，これら調査の実施に先立
ち，まずすでに実施しているパイロット的な
研究で得られた結果（宮城県と福島県に居住
する 1030 人を対象に実施したインターネッ
ト調査及び宮城県に居住する 2人を対象とし
たインタビュー調査）の検討作業を行うこと
を通じて，調査計画を立て，調査内容を決定
した。 
(2) また，目的(2)を明らかにするために，東



日本大震災後の行政機関の犯罪問題への対
応等について調査（具体的には，①警察デー
タの分析（宮城県），及び②警察等への聞き
取り調査（岩手県内及び宮城県内））をする
とともに，③海外における災害後の犯罪対策
の現状と課題について調査した（2005 年の
ハリケーンカトリーナの被害を受けたアメ
リカ合衆国ルイジアナ州ニューオーリンズ
市における調査，及び 2011 年のクライスト
チャーチ地震の被害を受けたニュージーラ
ンドのクライストチャーチ市における調査）。 
(3) そして，以上の結果を踏まえて検討し，
目的(3)を明らかにした。 
 
４．研究成果 
(1) 東日本大震災の被災者の犯罪被害・犯罪
不安とその対応についてのニーズの調査 
①インターネット調査 
 2014 年 9 月，岩手，宮城，福島，そして
茨城県に住む男女 3600 人を対象にインター
ネット調査を行ったが，うち 2800 人につい
ては，20歳以上 60歳未満で，各県の年齢段
階ごとの人口に比例配分させているため，以
下の報告では 2800 人のデータを用いて行っ
ている。 
 宮城県居住者がもっとも多く震災被害に
あっていた。また，犯罪被害の報告がもっと
も多かったのも宮城県居住者であった。ロジ
スティック回帰分析（従属変数：犯罪被害の
有無；独立変数：調査協力者の年齢，性別，
震災被害）を行ったところ，近隣で亡くなっ
た人がいたと答えた者は，そうでない者に比
べて，自転車・オートバイ盗，ガソリン盗，
住宅への空き巣の被害に２～３倍ほどあい
やすかった。また，住宅への空き巣について
は，停電日数が長いほど被害にあいやすかっ
た。 
 次に，被災地における地域安全活動の状況
と，その効果について検討した。東日本大震
災後，自分の住んでいる地域で何らかの地域
安全活動があったと回答したのは，調査協力
者の 17.3％（484 人）であった。ここでは，
具体的な地域安全活動の内容のうち，比較的
上位にあったうえに重要度の高い「夜回り
（巡回）をした」（以下，夜回り）と「昼の
巡回をした」（以下，昼巡回）について検討
した。まずこれら「夜回り」と「昼巡回」は
震災被害が大きいほど実施されやすい傾向
が確認された。そして，「夜回り」と「昼巡
回」のいずれも，地域での実施があったと回
答した者は実施がなかったと回答した者に
比べて，「犯罪への不安感を押さえるのに有
効」「犯罪の防止や発見に有効」の平均値が
高かった。さらに，「夜回り」と「昼巡回」
の開始時期や継続期間がどのような効果を
もたらすかを検討したところ，「夜回り」も
「昼巡回」も，震災の翌日から開始するより
も当日から開始したほうが「犯罪の防止や発
見に有効」であった。ただし，「昼巡回」の
「犯罪への不安感を押さえるのに有効」への

効果については，震災の翌日から開始するよ
りも当日から開始したほうが高いというこ
とに加えて，震災後１週以内で開始した場合
も高くなった。 
②インタビュー調査 
 岩手，宮城，そして福島県に住む男女 22
人を対象にインタビュー調査を実施した（調
査時期 2014年 10月～12月）。いずれも東日
本大震災後に何らかの犯罪（便乗値上げを含
む）の被害にあったか，見聞きした者である。 
 調査協力者から語られた犯罪被害の内容
としては，便乗値上げとガソリンを含む燃料
盗や自転車をはじめとする窃盗被害が中心
であった。便乗値上げはただちに犯罪とはな
らないものであるが，多くの住民は強く憤っ
ていた。ただし，住民は便乗値上げと捉えて
いるが，実は遠方から被災地に商品を運び込
むなど通常よりも増すコストを上乗せした
だけなのかもしれない。また，調査協力者の
中に店舗販売従事者がいたが，その説明によ
れば震災直後は小銭の補充が思うようにで
きなかったため，釣銭を出さなくてすむよう
仕方なく大きめに丸めた金額で販売したと
のことである。また，このような便乗値上げ
の報告がある一方で生活必需品を廉価に販
売している店もあったという報告があった。
震災後，被災者同士の助け合いが多く見られ，
利他的な行動が賞賛される一方で，そうでな
い行動には強い非難が向けられたようであ
る。多くの場合，購買側も販売側も同じ被災
地域の住民であるがゆえに，利他的でない行
動を行う者に対する非難が高まったとも考
えられる。 
 窃盗については，ほとんどが犯人が捕まっ
ていないものであったが，犯人は遠方の者，
あるいは外国人であるだろうというのが多
くの住民の考えであった。ただし，遠方の者
あるいは外国人という根拠については明確
なものは示されなかった。多くの住民が地元
の被災者が窃盗をする可能性を低く捉えて
いた。さらに，被災した者が生活必需品を盗
む行為についてはやむを得ない行為と考え
ていた。 
 
(2) 災害後の犯罪対策の現状と今後の課題に
ついて 
①警察データの分析 
 警察データについては，宮城県と福島県に
ついて，刑法犯の罪種別・月別・署別の認知
件数のデータを東日本大震災から過去さか
のぼったぶんも含めて入手した。このうち，
福島県のデータについては，原発事故による
避難という特殊な事情をうまく考慮できる
方法を思いつかなかったため，分析を断念し，
宮城県のデータのみの分析を行った。宮城県
の沿岸部と内陸部で分けて，ARIMA モデルを
あてはめた時系列重回帰分析を行ったとこ
ろ，沿岸部のほうでのみ刑法犯認知件数が過
去データから予測される値よりも低いとい
う結果が出た（図１，図２）。また，同様な



分析を窃盗犯に限ったデータで行ったとこ
ろ同じような傾向が認められたが，罪種を粗
暴犯に限定するとARIMAモデルのあてはめが
うまくできなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
②警察等への聞き取り調査 
 2013年 11月，岩手県警察宮古警察署にお
いて，東日本大震災発災後の警察の活動（と
くに、犯罪対策）及び同署管内における犯罪
発生状況について，また宮古市役所において，
同市及びその周辺における犯罪発生状況並
びに犯罪対策について，それぞれ関係職員か
ら聞き取り調査を行った結果，発災直後，警
察は救助・捜索に活動の重点を置きつつも，
巡回等犯罪対策を次第に強化していったこ
と，発災直後には平時と異なる犯罪の発生が
とくに認知されることはなかったこと，地域
住民による防犯活動が盛んに行われたとは
認められなかったものの，警察や地元自治体
がこれに協力する例もあったことなどが明
らかになった。 
 また，2015 年 9 月，宮城県警察本部にお
いて，東日本大震災発災後における同県内の
犯罪発生状況及び同県警の犯罪対策につい
て関係職員に対し聞き取り調査を行った結
果，岩手県宮古市辺におけるのと同様，発災
直後，警察は救助・捜索に活動の重点を置き
つつも，巡回等犯罪対策を次第に強化してい
ったこと（さらに、時間の経過とともに仮設
住宅設置地域の犯罪対策にも注力するよう
になったこと），便乗値上げ，財産犯，外国
人等非居住者による犯罪等発生の風聞が流
布していたものの，警察活動の重点推移に伴
う認知件数の変動を割り引くと，平時と異な
る犯罪の発生がとくに認知されることはな
かったこと，地域住民による防犯活動が盛ん
に行われたとは認められなかったものの，警
察や地元自治体がこれに協力する例もあっ

たことなどが明らかになった。 
③海外における災害後の犯罪対策の現状と
課題について調査 
 2005 年のハリケーンカトリーナの被害を
受けたニューオーリンズ市において，現地の
研究者や実務家から聞き取り調査を行った。
それまでにも存在していた人種問題などの
社会問題をハリケーンカトリーナが深刻化
させ，マイノリティに対する暴力や虐待を引
き起こしていたようであること，またハリケ
ーンカトリーナの襲来により，司法や関係機
関はその機能を麻痺させてしまい，犯罪対策
やさまざまな支援が一時的に滞っていたこ
となどが明らかになった。 

2011 年のクライストチャーチ地震の被害
を受けたクライストチャーチ市にあるカン
タベリー大学の研究者から聞き取り調査を
行うとともに，討議・検討を行った。震災後
5 年近くになるというのに，クライストチャ
ート市内はまだ復興が進んでいないという
状況であった。なお，カンタベリー大学で実
施された調査によれば，クライストチャーチ
地震後，被災地における犯罪発生率は減少し
たとのことであった。しかし，警察データに
基づく分析であり，被害がありながら届けら
れていないものについては調査が実施され
ているわけではなかった。 
 
(3) 災害後の効果的な犯罪対策のあり方につ
いて 
 東日本大震災後の被災地では，警察データ
によれば犯罪が多発したとは一概に言えな
いが，便乗犯罪が発生していたのは間違いな
いようである。特に，震災被害が大きいほど，
また震災被害からの回復が遅い地域ほど犯
罪被害が起きやすいことから，防犯の観点か
ら，災害被害の大きな地域では何らかの対策
を早急に行うことが必要であろうし，災害被
害からの少しでも早い回復が重要となる。 
 ただし，大規模災害後に公的機関の機能が
一時的に低下するのは日本だけのことでは
なく，ある程度やむを得ないことである。し
たがって災害直後の防犯対策は必ずしも警
察などに頼らない方法を考える必要がある。
地域住民による地域安全活動に効果がある
ことが本研究で確認され，特に震災後ただち
に開始するのが効果的なようである。地域住
民が大規模災害の直後でも組織立った活動
を行うことができるようにするためには，普
段から地域住民同士の結びつきを強めてお
くといったことが求められよう。しかし，関
東大震災後に地域住民による自警団が暴
力・過激化して問題となったことを考えれば，
地域住民による活動を単純に奨励するのは
考えものである。東日本大震災後の被災地住
民の間でも，窃盗の犯人について確たる根拠
もなく外国人のせいにしているケースが多
く見られたなど，不穏な要素が存在していた。
したがって，私たちは普段からマイノリティ
に対する偏見などを解消しておく必要もあ



るだろう。 
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